
労働者側の主張（意見）

2026年度北海道地域最低賃金の引き上げ
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第２回北海道地方最低賃金審議会/2026.7.28

はじめに

労働者側として、６点を強調したい。
１点目⇒「『OECD加盟先進国と比較すると低すぎる！日本の最低賃金』大幅に引き上げよう！」
２点目⇒「経営者は非正規雇用労働者の処遇改善を！」
３点目⇒「各種統計資料である外部労働市場の資料を有効活用した審議を！ 」
４点目⇒「北海道の消費者物価指数推移」
５点目⇒「年収200万円以下のワーキングプアをなくそう！」
６点目⇒その他
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１－１．世界と比較！日本の最低賃金

かわらない
OECD加盟先進国最低水準！

すくなくとも全国平均にすべき！
平均年収に対する割合を早期に５０％水準に
すべき！。
さらなる大幅引上げが必要！
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１－２．
最低賃金を世界基準である自国の平均年収の５０％
中央値の６０％にすべき！ 大幅な引き上げを！
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２-１．経営者は非正雇用規労働者の
処遇改善を！

北海道経済部労働政策局雇用労政課２０２６年１月９日公表 就業環境実態調査から抜粋 （２０２５年７月１日調査時点）

非正規雇用労働者（派遣労働者を含む）の過不足状況・仕事の内容・今後の割合・
正規労働者への転換制度の有無
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２-２．経営者は非正雇用規労働者の
処遇改善を！

非正規雇用労働者（派遣労働者を除く）の各種制度（賃金・賞与・通勤手当・住宅手当・家族手当）

非正規雇用労働者（派遣労働者を除く）の各種制度（退職金・年次有給休暇・福利厚生）

北海道経済部労働政策局雇用労政課２０２６年１月９日公表 就業環境実態調査から抜粋 （２０２５年７月１日調査時点）
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２-３．経営者は非正雇用規労働者の
処遇改善を！

「同一労働同一賃金」

北海道経済部労働政策局雇用労政課２０２６年１月９日公表 就業環境実態調査から抜粋 （２０２５年７月１日調査時点）



●今年の春季生活闘争⇒「未来づくり春闘」を掲げ、「賃上げノルム」の確立をめざした。非正規雇用労働者の
労働条件改善を引き出すなど、雇用安定に関する前進がみられた。
●道内の春季生活闘争の妥結状況⇒連合北海道集計で、加重平均では、１３，９９５円（４．８１％）と前年比較
＋５８０円、率で▲０.１０％と前年並の賃上げ。しかし、１００人未満の規模では１２，５３７円（４．９１％）と前年比
較＋１,０７５円、率で＋０.２０％と率では全体平均を上回る賃上げがなされた。時間給は、加重平均で７６.９３円、
率にして６.５０％引き上げられ、加重平均時給も１,２５６.９６円（５０,１２３人）となった。北海道中小企業家同友
会調査の賃上げでは、３．２５％７，８５１円。
●今後の金額審議⇒外部労働市場の資料や厚生労働省の令和７年「賃金構造基本統計調査」並びに、今年
の春季生活闘争における組織された非正雇用規労働者の時間給引き上げなどを十分加味した議論を行うよう
要請する。

３.各種指標や外部労働市場の資料を有効活用した
審議を！
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大分類による平均時給項 目

北海道の平均時給「１,３００円」、販売・接客サービス１,２８４円、飲食・フード１,２２６円、軽作業・製造・物流１,２９５円、
ファッション・アパレル１,３２５円、オフィスワーク・事務１,３２２円、イベント・キャンペーン・アミューズメント１,１４３円、IT・クリ
エイティブ１,６００円、教育・保育１,２９４円、医療・介護・福祉１,３４７円、清掃・警備・ビルメンテナンス・家事代行１,１３７円、
建築・設備・アクティブワーク１,６１４円、ドライバー・配達１,１３６円、営業１,３００円、ヘルス・ビューティー１,１９８円
★１，２００円未満の募集「６４２６件中９６２件」１４．９７％

「イーアイデム」
（７/１０更新）

北海道の平均時給「１,１８７円」
販売・サービス系１,１５１円、フード系１,１５２円、製造・物流・清掃系１,１７３円、事務系１,２４４円、営業系１,３２９
円、専門職系１,３０２円

「リクルート」
（２月1６日公表）

北海道の短時間労働の時間給は、平均１，２７７円、男性１，４５５円、女性１，２１８円 / 厚生労働省調査（企
業規模１０人以上）

令和６年「賃金構造基
本統計調査」 ※３
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４．北海道消費者物価指数の推移

北海道のオープンデータ２０２６年７月１０日公表



総務省の「労働力調査」によると、道内で約８６万人、雇用労働者の３８．２％。
国税庁が今年２月に公表した「令和６年民間給与実態統計調査結果」でも200万円未満の
「ワーキング・プア」と呼ばれる低賃金労働者が高止まり。全国で約１０４２万人、道内でも約
３４．６万人と、全給与所得者に占める割合も約２１．０％に及ぶ。

金額審議にあたり、最賃近傍で働く、厳しい生活を余儀なくされている生計者の実態を考慮
した審議を行うことを強く主張する。

５.年収200万円以下をなくそう！
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出所 国税庁民間給与実態調査札幌国税局分データより連合北海道作成
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６－１.その他

労務費・原材料費などの費用増加分をを含めた価格取引とするため
「パートナーシップ構築宣言」企業を全道に広め、最低賃金を大幅引き上げ
に引き上げよう！ （パートナーシップ構築宣言５０９６社 特設サイトより）

北海道最低賃金大幅引き上げの原資確保を！

今年１月１日に改正された「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関
する指針」を着実に実行することで、目安金額を大幅に上回る金額審議
を！

今年１月２３日に開催されたされた「北海道政労使会議」で採択された
共同宣言「物価上昇を上回る賃上げに向けた環境整備の取組強化」を推進・遵
守し、最低賃金および最低賃金近傍の労働者の生活改善につながる
審議を！
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６－２.その他

以下省略


